
1011

特 

集 

④

　
歳
入
は
1
9
1
4
億
円
で
、

市
税
の
増
収
や
、
国
の
緊
急
経

済
対
策
の
実
施
に
伴
う
国
庫
支

出
金
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
前

年
度
と
比
べて
36
億
円（
1.9
パ
ー

セ
ン
ト
）
増
加
し
ま
し
た
。

　
歳
出
は
1
8
5
4
億
円
で
、

職
員
給
与
の
減
な
ど
に
伴
い
人

件
費
が
減
少
し
た
も
の
の
、
生

活
保
護
費
な
ど
の
扶
助
費
や
、

小
幡
・
清
住
土
地
区
画
整
理
事

業
費
の
増
に
伴
う
普
通
建
設
事

業
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
前

年
度
と
比
べ
て
27
億
円
（
1.5

パ
ー
セ
ン
ト
）
増
加
し
ま
し
た
。

　
歳
入
歳
出
の
差
額
は
60
億
円
、

翌
年
度
に
繰
り
越
す
べ
き
財
源

（
翌
年
度
以
降
に
完
了
す
る
事

業
に
充
て
る
お
金
）
は
15
億
円

で
、
こ
れ
を
差
し
引
い
た
実
質

収
支
額
は
45
億
円
の
黒
字
と
な

り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
経
常
収
支
比
率
は
、

市
税
の
増
収
や
、
人
件
費
の
減

少
な
ど
の
影
響
に
よ
り
前
年
度

と
比
べ
て
向
上
し
、
90.8
パ
ー
セ

ン
ト
と
な
り
ま
し
た
。

　
市
債
は
、
道
路
や
学
校
な
ど

の
施
設
の
整
備
を
計
画
的
に
進

め
る
た
め
に
借
り
入
れ
る
も
の

で
す
。
整
備
さ
れ
た
道
路
や
施

設
は
、
次
の
世
代
の
人
に
も
利

用
さ
れ
る
た
め
、
そ
の
返
済
を

長
期
間
に
分
割
し
て
行
う
こ
と

に
よ
り
、
世
代
間
の
公
平
性
を

確
保
す
る
も
の
で
す
。

　
市
債
の
平
成
25
年
度
末
残
高

は
、
普
通
会
計
で
1
2
3
5
億

◎Ecoの宮うつの宮ワークショップ　▽日時　10月11日（土）午前9時30分～正午▽会場　東 (中今泉3丁
目)▽内容　住宅模型の作成などを通した環境学習▽対象　小学5・6年生とその親▽定員　先着8組(2人1組)
▽申込方法　送付またはファクス、Eメール(氏名・住所・電話番号を明記)で、10月8日(必着)までに、〒321-8585
陽東7丁目1-2、宇都宮大学工学部建築環境研究室☎・ （689）6191、 t112727@cc.utsunomiya-u.ac.jp
へ。問環境政策課☎(632)2403

円
（
前
年
度
比
21
億
円
減
）（
左

の
表
1
）
、
市
民
一
人
当
た
り

の
市
債
残
高
は
、
普
通
会
計
で

23
万
8
0
0
0
円
（
前
年
度
比

5
0
0
0
円
減
）
と
な
り
ま
し

た
。

　
基
金
は
、
将
来
の
市
債
の
返

済
や
、
大
規
模
な
公
共
施
設
の

整
備
な
ど
に
備
え
て
積
み
立
て

て
い
る
も
の
で
す
。
基
金
の
平

成
25
年
度
末
残
高
は
、
269
億
円

（
前
年
度
比
19
億
円
増
）（
左
の

表
2
）、
市
民
一
人
当
た
り
の

基
金
残
高
は
、5
万
2
0
0
0
円

（
前
年
度
比
4
0
0
0
円
増
）と

な
り
ま
し
た
。

　
市
で
は
、
将
来
の
歳
入
と
歳

出
の
見
通
し
か
ら
、
財
政
運
営

上
の
課
題
を
明
ら
か
に
し
、
財

政
の
健
全
性
を
確
保
す
る
た
め

に
、
今
後
５
年
間
を
見
通
し
た

中
期
財
政
計
画
を
毎
年
、
策
定

し
て
い
ま
す
。

　
収
支
試
算
で
は
、
市
税
収
入

が
緩
や
か
に
増
加
す
る
も
の
の
、

少
子
高
齢
化
が
進
行
す
る
こ
と

か
ら
、
社
会
保
障
関
係
経
費
が

増
加
し
続
け
る
と
と
も
に
、
大

型
建
設
事
業
が
集
中
す
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
本

市
が
魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を

推
進
し
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
質

を
高
め
て
い
く
た
め
に
、
市
税

な
ど
の
収
納
対
策
の
強
化
や
事

務
事
業
の
見
直
し
を
図
る
と
と

も
に
、
市
債
や
基
金
を
計
画
的

に
活
用
し
、
必
要
な
事
業
費
を

盛
り
込
み
ま
し
た
（
左
の
表

3
）。
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
に

よ
り
、
財
政
指
標
は
、
本
市
の

目
標
の
範
囲
内
で
推
移
す
る
見

込
み
で
す
の
で
、
計
画
に
基
づ

き
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め

て
い
き
ま
す
（
左
の
表
4
）。

問
財
政
課
☎（
632
）2
0
6
4

実
質
収
支
は

45
億
円
の
黒
字

基
金
（
貯
金
）
残
高
は

269
億
円

市
債（
借
入
金
）残
高
は

普
通
会
計
で
１
２
３
５
億
円

用
語
解
説

用
語
解
説

▽
普
通
会
計
　
地
方
公
共
団
体

の
会
計
は
、
各
会
計
で
経
理
す

る
事
業
の
範
囲
が
地
方
公
共
団

体
ご
と
に
異
な
る
た
め
、
各
地

方
公
共
団
体
の
財
政
比
較
を
統

一
的
な
基
準
で
比
較
で
き
る
よ

う
に
し
た
統
計
上
の
会
計
区
分
。

一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
一
部

を
合
算
し
、
会
計
間
の
重
複
な

ど
を
控
除
し
た
も
の
。

▽
自
主
財
源
　
地
方
公
共
団
体

が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
市
税
、

使
用
料
・
手
数
料
、
諸
収
入
な

ど
。

▽
依
存
財
源
　
地
方
公
共
団
体

が
発
行
す
る
市
債
や
国
・
県
の

意
思
決
定
な
ど
に
基
づ
き
交
付

さ
れ
る
国
庫
支
出
金
、
県
支
出

金
、
地
方
譲
与
税
な
ど
。

▽
義
務
的
経
費
　
生
活
保
護
な

ど
、
支
出
が
義
務
付
け
ら
れ
、

任
意
に
削
減
で
き
な
い
経
費
。

▽
投
資
的
経
費
　
道
路
建
設
な

ど
社
会
資
本
整
備
に
要
す
る
経

費
。

▽
経
常
収
支
比
率
　
財
政
の
弾

力
性
を
示
す
指
標
。
市
税
な
ど

の
一
般
財
源
の
う
ち
、
人
件
費
、

扶
助
費
、
公
債
費
な
ど
に
使
わ

れ
る
一
般
財
源
の
割
合
。

▽
公
債
費
負
担
比
率
　
財
政
の

健
全
性
を
示
す
指
標
。
一
般
財

源
に
占
め
る
公
債
費
（
市
債
の

元
利
償
還
金
）
の
割
合
。

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

中
期
財
政
計
画

　
平
成
25
年
度
の
市
の
普
通
会
計
の
歳
入（
収
入
）と
歳
出（
支

出
）が
ま
と
ま
り
ま
し
た
の
で
、お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
市
税
収
入
は
増
加
し
、人
件
費
や
公
債
費
は
減
少
し
ま
し
た
。

ま
た
、市
債
残
高
の
減
少
、積
立
基
金
残
高
の
増
加
に
よ
り
、本
市

の
財
政
は
引
き
続
き
健
全
性
を
維
持
し
て
い
ま
す
。

平成25年度決算　普通会計

別質性別的目

歳入 1,914億円（36億円増） 歳出 1,854億円（27億円増） 歳入－歳出＝60億円
（　）内は前年度比

教育費
198億円

（＋7億円）

土木費
249億円

（△3億円）

商工費
205億円

（＋7億円）

衛生費
127億円

（0億円）

総務費
174億円

（＋5億円）

公債費
168億円

（△2億円）

民生費
641億円

（＋20億円）

教育費
198億円

（＋7億円）

土木費
249億円

（△3億円）

商工費
205億円

（＋7億円）

衛生費
127億円

（0億円）

総務費
174億円

（＋5億円）

公債費
168億円

（△2億円）

国庫支出金
307億円

（＋21億円）

諸収入
222億円

（＋9億円）

市債
131億円

（△4億円）

国庫支出金
307億円

（＋21億円）

諸収入
222億円

（＋9億円）

市税
893億円

（＋14億円）

市税
893億円

（＋14億円）

市債
131億円

（△4億円）

貸付金
203億円

（＋7億円）

扶助費
436億円

（＋11億円）

普通建設事業費
245億円

（＋25億円）

物件費
222億円

（△3億円）

補助費等
110億円

（△3億円）

人件費
302億円

（△14億円）

公債費
168億円

（△2億円）

貸付金
203億円

（＋7億円）

扶助費
436億円

（＋11億円）

普通建設事業費
245億円

（＋25億円）

物件費
222億円

（△3億円）

補助費等
110億円

（△3億円）

●市税
市民税や固定資産税、
軽自動車税など、皆さん
が納めた税金。
●諸収入
市の預金の利子や貸付
金の元利収入など。
●繰入金
28億円

（＋1億円）
●使用料・手数料
44億円

（＋1億円）
●繰越金
22億円

（＋1億円）
●その他の自主財源
26億円

（△2億円）
●国庫支出金
特定の事業に対して国
から交付されるお金。
●県支出金
89億円

（0億円）
●地方交付税
66億円

（△10億円）
●地方譲与税
13億円

（0億円）
●その他の依存財源
73億円

（＋5億円）

自
主
財
源
64
・
５
％

依
存
財
源
35
・
５
％

義
務
的
経
費
48
・
９
％

そ
の
他
の
経
費
37
・
７
％

●扶助費
生活保護や乳幼児の医
療費助成などの経費。

●人件費
議員や職員などにかか
る議員報酬や給与、退職
手当などの経費。

●普通建設事業費
道路・公園・河川・建物
などを整備する経費。

●災害復旧事業費
被災した施設を復旧する
ための経費。
4億円

（△3億円）

●物件費
施設の光熱水費やごみ収
集業務委託などの経費。

●繰出金
124億円

（＋3億円）

●維持修繕費
21億円

（＋1億円）

●その他
19億円

（＋5億円）

民生費
641億円

（＋20億円）

人件費
302億円

（△14億円）

公債費
168億円

（△2億円）

13
・
４
％

投
資
的
経
費

●民生費
生活保護や高齢者、障
がい者、児童などの福祉
のための経費。

●土木費
道路・公園・河川などを
整備する経費。

●商工費
商工業の支援や観光イ
ベントなどの経費。

●教育費
小・中学校などの運営や
社会教育などの経費。

●公債費
市が借り入れているお金
を返済するための経費。

●総務費
地域振興や市役所の全
般的な事務などの経費。

●衛生費
各種検診やごみ処理な
どの経費。

●消防費
52億円

（＋1億円）

●農林水産業費
22億円

（△2億円）

●その他
18億円

（△6億円）

目的別 性質別

市民 1人当たりの使いみち 平成25年度決算　会計別

合計　35万 7,634円
（普通会計）（　）内は前年度比

（＋3,929円）

※計算に使用した人口は、平成26年３月31日の
　51万8,398人です（住民基本台帳人口）。

衛生費
24,515円

（△120円）

消防費
9,986円

（＋88円）農林水産業費
4,299円

（△380円）

公債費
32,488円

（△425円）

災害復旧費
825円

（△600円）

扶助費
84,128円

（＋1,806円）

人件費
58,296円

（△2,781円）

貸付金
39,106円

（＋1,095円）

扶助費
84,128円

（＋1,806円）

繰出金
23,822円

（＋338円）維持修繕費
4,089円

（＋253円）

その他
3,696円

（＋941円）

その他
3,310円

（△1,235円）

補助費等
21,250円

（△691円）

民生費
123,729円

（＋3,444円）

土木費
48,026円

（△717円）

商工費
39,457円

（＋1,149円）

総務費
33,567円

（＋860円）
公債費

32,488円
（△425円）

教育費
38,257円

（＋1,265円）

民生費
123,729円

（＋3,444円）

人件費
58,296円

（△2,781円）
土木費

48,026円
（△717円）

商工費
39,457円

（＋1,149円）

総務費
33,567円

（＋860円）
公債費

32,488円
（△425円）

教育費
38,257円

（＋1,265円）

物件費
42,752円

（△717円）

物件費
42,752円

（△717円）

普通建設事業費
47,182円

（＋4,710円）

普通建設事業費
47,182円

（＋4,710円）

貸付金
39,106円

（＋1,095円）

普通会計合計
国民健康保険
介護保険 
後期高齢者医療 
生活排水処理事業（農業集落排水事業分） 
競輪 
駐車場
土地取得事業

特別会計（普通会計分除く）合計
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支

水道事業

下水道事業

中央卸売市場
事業

企業会計合計

控除額（繰入・繰出金の重複等）

差　引　額歳　　出歳　　入会　計　名

※資本的収支での不足額(△で表示)については、収益的収支での利益や積立金
　などで補いました。
※表示単位未満を四捨五入した関係で、合計額と合わない箇所があります。

一般会計 1,876億4,514万円
1億7,893万円
7億1,682万円

55億4,573万円
8億4,173万円
2億5,085万円

△37億6,351万円
1,914億1,569万円

509億9,141万円
256億4,740万円
44億7,724万円
8億9,336万円

130億6,778万円
1億5,142万円
6億8,709万円

959億1,570万円
108億6,635万円

9億4,409万円
118億8,786万円
59億　223万円

5億7,577万円
4,560万円

302億2,190万円

1,818億3,749万円
1億　137万円
7億1,682万円

54億1,241万円
8億4,173万円
2億5,052万円

△37億6,351万円
1,853億9,682万円

509億9,141万円
254億8,713万円
44億6,223万円
8億9,336万円

129億6,843万円
1億4,854万円
6億8,709万円

956億3,818万円
90億9,092万円
67億6,375万円

108億1,545万円
115億5,350万円

5億6,570万円
1億　 46万円

388億8,978万円

58億　765万円
7,756万円

0万円
1億3,332万円

0万円
33万円

60億1,887万円
0万円

1億6,027万円
1,501万円

0万円
9,935万円

288万円
0万円

2億7,752万円
17億7,543万円

△58億1,966万円
10億7,241万円

△56億5,127万円
1,007万円

△5,486万円
△86億6,788万円

母子寡婦福祉資金貸付事業
都市開発資金事業
土地区画整理事業
生活排水処理事業（農業集落排水事業分を除く）
育英事業

特
別
会
計

特
別
会
計

企
業
会
計

区　分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 平均伸び率

区　分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 平均伸び率

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

（億円）

　歳

入

　歳

出

市税
その他
合計

消費的経費
投資的経費
合計

目　標
（％）

収支試算表（一般会計）

財政指標の推移

907
986

1,893

1,689
204

1,893

経常収支比率
公債費負担比率

89.8
14.2

906
1,011
1,917

1,676
241

1,917

87.5
13.5

916
1,090
2,006

1,695
311

2,006

87.4
13.5

932
1,088
2,020

1,698
321

2,020

87.2
14.0

931
1,089
2,020

1,702
318

2,020

86.5
14.0

948
1,068
2,016

1,715
301

2,016

87.0
14.3

0.9％
1.6％
1.3％

0.3％
8.1％
1.3％

80％台
15％以内

23 25 26 27 28 29 30 31（年度）

（億円）

0

50

100

150

200

250

300
財政調整基金
減債基金
公共施設等整備基金

積立基金残高の推移

239 250 259
241

206 193 179 175
151

70
20

121

65
20

112

60
21

102

55
22

102

50

241
206 193 179 175

24

269

116

78

45

127

82

41

140

86

43

150

76

33

116

78

45

127

82

41

140

86

43

150

76

33

151

70
20

121

65
20

112

60
21

102

55
22

102

50
2323

23 25 26 27 28 29 30 31（年度）

（億円）

0

1300

1250

1200

市債残高の推移（普通会計）

1,236 1,235 1,234 1,233

1,274
1,256

1,237 1,2321,235

24

FAX

エコ
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特 

集 

④

　
歳
入
は
1
9
1
4
億
円
で
、

市
税
の
増
収
や
、
国
の
緊
急
経

済
対
策
の
実
施
に
伴
う
国
庫
支

出
金
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
前

年
度
と
比
べて
36
億
円（
1.9
パ
ー

セ
ン
ト
）
増
加
し
ま
し
た
。

　
歳
出
は
1
8
5
4
億
円
で
、

職
員
給
与
の
減
な
ど
に
伴
い
人

件
費
が
減
少
し
た
も
の
の
、
生

活
保
護
費
な
ど
の
扶
助
費
や
、

小
幡
・
清
住
土
地
区
画
整
理
事

業
費
の
増
に
伴
う
普
通
建
設
事

業
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
前

年
度
と
比
べ
て
27
億
円
（
1.5

パ
ー
セ
ン
ト
）
増
加
し
ま
し
た
。

　
歳
入
歳
出
の
差
額
は
60
億
円
、

翌
年
度
に
繰
り
越
す
べ
き
財
源

（
翌
年
度
以
降
に
完
了
す
る
事

業
に
充
て
る
お
金
）
は
15
億
円

で
、
こ
れ
を
差
し
引
い
た
実
質

収
支
額
は
45
億
円
の
黒
字
と
な

り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
経
常
収
支
比
率
は
、

市
税
の
増
収
や
、
人
件
費
の
減

少
な
ど
の
影
響
に
よ
り
前
年
度

と
比
べ
て
向
上
し
、
90.8
パ
ー
セ

ン
ト
と
な
り
ま
し
た
。

　
市
債
は
、
道
路
や
学
校
な
ど

の
施
設
の
整
備
を
計
画
的
に
進

め
る
た
め
に
借
り
入
れ
る
も
の

で
す
。
整
備
さ
れ
た
道
路
や
施

設
は
、
次
の
世
代
の
人
に
も
利

用
さ
れ
る
た
め
、
そ
の
返
済
を

長
期
間
に
分
割
し
て
行
う
こ
と

に
よ
り
、
世
代
間
の
公
平
性
を

確
保
す
る
も
の
で
す
。

　
市
債
の
平
成
25
年
度
末
残
高

は
、
普
通
会
計
で
1
2
3
5
億

◎Ecoの宮うつの宮ワークショップ　▽日時　10月11日（土）午前9時30分～正午▽会場　東 (中今泉3丁
目)▽内容　住宅模型の作成などを通した環境学習▽対象　小学5・6年生とその親▽定員　先着8組(2人1組)
▽申込方法　送付またはファクス、Eメール(氏名・住所・電話番号を明記)で、10月8日(必着)までに、〒321-8585
陽東7丁目1-2、宇都宮大学工学部建築環境研究室☎・ （689）6191、 t112727@cc.utsunomiya-u.ac.jp
へ。問環境政策課☎(632)2403

円
（
前
年
度
比
21
億
円
減
）（
左

の
表
1
）
、
市
民
一
人
当
た
り

の
市
債
残
高
は
、
普
通
会
計
で

23
万
8
0
0
0
円
（
前
年
度
比

5
0
0
0
円
減
）
と
な
り
ま
し

た
。

　
基
金
は
、
将
来
の
市
債
の
返

済
や
、
大
規
模
な
公
共
施
設
の

整
備
な
ど
に
備
え
て
積
み
立
て

て
い
る
も
の
で
す
。
基
金
の
平

成
25
年
度
末
残
高
は
、
269
億
円

（
前
年
度
比
19
億
円
増
）（
左
の

表
2
）、
市
民
一
人
当
た
り
の

基
金
残
高
は
、5
万
2
0
0
0
円

（
前
年
度
比
4
0
0
0
円
増
）と

な
り
ま
し
た
。

　
市
で
は
、
将
来
の
歳
入
と
歳

出
の
見
通
し
か
ら
、
財
政
運
営

上
の
課
題
を
明
ら
か
に
し
、
財

政
の
健
全
性
を
確
保
す
る
た
め

に
、
今
後
５
年
間
を
見
通
し
た

中
期
財
政
計
画
を
毎
年
、
策
定

し
て
い
ま
す
。

　
収
支
試
算
で
は
、
市
税
収
入

が
緩
や
か
に
増
加
す
る
も
の
の
、

少
子
高
齢
化
が
進
行
す
る
こ
と

か
ら
、
社
会
保
障
関
係
経
費
が

増
加
し
続
け
る
と
と
も
に
、
大

型
建
設
事
業
が
集
中
す
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
本

市
が
魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を

推
進
し
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
質

を
高
め
て
い
く
た
め
に
、
市
税

な
ど
の
収
納
対
策
の
強
化
や
事

務
事
業
の
見
直
し
を
図
る
と
と

も
に
、
市
債
や
基
金
を
計
画
的

に
活
用
し
、
必
要
な
事
業
費
を

盛
り
込
み
ま
し
た
（
左
の
表

3
）。
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
に

よ
り
、
財
政
指
標
は
、
本
市
の

目
標
の
範
囲
内
で
推
移
す
る
見

込
み
で
す
の
で
、
計
画
に
基
づ

き
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め

て
い
き
ま
す
（
左
の
表
4
）。

問
財
政
課
☎（
632
）2
0
6
4

実
質
収
支
は

45
億
円
の
黒
字

基
金
（
貯
金
）
残
高
は

269
億
円

市
債（
借
入
金
）残
高
は

普
通
会
計
で
１
２
３
５
億
円

用
語
解
説

用
語
解
説

▽
普
通
会
計
　
地
方
公
共
団
体

の
会
計
は
、
各
会
計
で
経
理
す

る
事
業
の
範
囲
が
地
方
公
共
団

体
ご
と
に
異
な
る
た
め
、
各
地

方
公
共
団
体
の
財
政
比
較
を
統

一
的
な
基
準
で
比
較
で
き
る
よ

う
に
し
た
統
計
上
の
会
計
区
分
。

一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
一
部

を
合
算
し
、
会
計
間
の
重
複
な

ど
を
控
除
し
た
も
の
。

▽
自
主
財
源
　
地
方
公
共
団
体

が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
市
税
、

使
用
料
・
手
数
料
、
諸
収
入
な

ど
。

▽
依
存
財
源
　
地
方
公
共
団
体

が
発
行
す
る
市
債
や
国
・
県
の

意
思
決
定
な
ど
に
基
づ
き
交
付

さ
れ
る
国
庫
支
出
金
、
県
支
出

金
、
地
方
譲
与
税
な
ど
。

▽
義
務
的
経
費
　
生
活
保
護
な

ど
、
支
出
が
義
務
付
け
ら
れ
、

任
意
に
削
減
で
き
な
い
経
費
。

▽
投
資
的
経
費
　
道
路
建
設
な

ど
社
会
資
本
整
備
に
要
す
る
経

費
。

▽
経
常
収
支
比
率
　
財
政
の
弾

力
性
を
示
す
指
標
。
市
税
な
ど

の
一
般
財
源
の
う
ち
、
人
件
費
、

扶
助
費
、
公
債
費
な
ど
に
使
わ

れ
る
一
般
財
源
の
割
合
。

▽
公
債
費
負
担
比
率
　
財
政
の

健
全
性
を
示
す
指
標
。
一
般
財

源
に
占
め
る
公
債
費
（
市
債
の

元
利
償
還
金
）
の
割
合
。

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

中
期
財
政
計
画

　
平
成
25
年
度
の
市
の
普
通
会
計
の
歳
入（
収
入
）と
歳
出（
支

出
）が
ま
と
ま
り
ま
し
た
の
で
、お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
市
税
収
入
は
増
加
し
、人
件
費
や
公
債
費
は
減
少
し
ま
し
た
。

ま
た
、市
債
残
高
の
減
少
、積
立
基
金
残
高
の
増
加
に
よ
り
、本
市

の
財
政
は
引
き
続
き
健
全
性
を
維
持
し
て
い
ま
す
。

平成25年度決算　普通会計

別質性別的目

歳入 1,914億円（36億円増） 歳出 1,854億円（27億円増） 歳入－歳出＝60億円
（　）内は前年度比

教育費
198億円

（＋7億円）

土木費
249億円

（△3億円）

商工費
205億円

（＋7億円）

衛生費
127億円

（0億円）

総務費
174億円

（＋5億円）

公債費
168億円

（△2億円）

民生費
641億円

（＋20億円）

教育費
198億円

（＋7億円）

土木費
249億円

（△3億円）

商工費
205億円

（＋7億円）

衛生費
127億円

（0億円）

総務費
174億円

（＋5億円）

公債費
168億円

（△2億円）

国庫支出金
307億円

（＋21億円）

諸収入
222億円

（＋9億円）

市債
131億円

（△4億円）

国庫支出金
307億円

（＋21億円）

諸収入
222億円

（＋9億円）

市税
893億円

（＋14億円）

市税
893億円

（＋14億円）

市債
131億円

（△4億円）

貸付金
203億円

（＋7億円）

扶助費
436億円

（＋11億円）

普通建設事業費
245億円

（＋25億円）

物件費
222億円

（△3億円）

補助費等
110億円

（△3億円）

人件費
302億円

（△14億円）

公債費
168億円

（△2億円）

貸付金
203億円

（＋7億円）

扶助費
436億円

（＋11億円）

普通建設事業費
245億円

（＋25億円）

物件費
222億円

（△3億円）

補助費等
110億円

（△3億円）

●市税
市民税や固定資産税、
軽自動車税など、皆さん
が納めた税金。
●諸収入
市の預金の利子や貸付
金の元利収入など。
●繰入金
28億円

（＋1億円）
●使用料・手数料
44億円

（＋1億円）
●繰越金
22億円

（＋1億円）
●その他の自主財源
26億円

（△2億円）
●国庫支出金
特定の事業に対して国
から交付されるお金。
●県支出金
89億円

（0億円）
●地方交付税
66億円

（△10億円）
●地方譲与税
13億円

（0億円）
●その他の依存財源
73億円

（＋5億円）

自
主
財
源
64
・
５
％

依
存
財
源
35
・
５
％

義
務
的
経
費
48
・
９
％

そ
の
他
の
経
費
37
・
７
％

●扶助費
生活保護や乳幼児の医
療費助成などの経費。

●人件費
議員や職員などにかか
る議員報酬や給与、退職
手当などの経費。

●普通建設事業費
道路・公園・河川・建物
などを整備する経費。

●災害復旧事業費
被災した施設を復旧する
ための経費。
4億円

（△3億円）

●物件費
施設の光熱水費やごみ収
集業務委託などの経費。

●繰出金
124億円

（＋3億円）

●維持修繕費
21億円

（＋1億円）

●その他
19億円

（＋5億円）

民生費
641億円

（＋20億円）

人件費
302億円

（△14億円）

公債費
168億円

（△2億円）

13
・
４
％

投
資
的
経
費

●民生費
生活保護や高齢者、障
がい者、児童などの福祉
のための経費。

●土木費
道路・公園・河川などを
整備する経費。

●商工費
商工業の支援や観光イ
ベントなどの経費。

●教育費
小・中学校などの運営や
社会教育などの経費。

●公債費
市が借り入れているお金
を返済するための経費。

●総務費
地域振興や市役所の全
般的な事務などの経費。

●衛生費
各種検診やごみ処理な
どの経費。

●消防費
52億円

（＋1億円）

●農林水産業費
22億円

（△2億円）

●その他
18億円

（△6億円）

目的別 性質別

市民 1人当たりの使いみち 平成25年度決算　会計別

合計　35万 7,634円
（普通会計）（　）内は前年度比

（＋3,929円）

※計算に使用した人口は、平成26年３月31日の
　51万8,398人です（住民基本台帳人口）。

衛生費
24,515円

（△120円）

消防費
9,986円

（＋88円）農林水産業費
4,299円

（△380円）

公債費
32,488円

（△425円）

災害復旧費
825円

（△600円）

扶助費
84,128円

（＋1,806円）

人件費
58,296円

（△2,781円）

貸付金
39,106円

（＋1,095円）

扶助費
84,128円

（＋1,806円）

繰出金
23,822円

（＋338円）維持修繕費
4,089円

（＋253円）

その他
3,696円

（＋941円）

その他
3,310円

（△1,235円）

補助費等
21,250円

（△691円）

民生費
123,729円

（＋3,444円）

土木費
48,026円

（△717円）

商工費
39,457円

（＋1,149円）

総務費
33,567円

（＋860円）
公債費

32,488円
（△425円）

教育費
38,257円

（＋1,265円）

民生費
123,729円

（＋3,444円）

人件費
58,296円

（△2,781円）
土木費

48,026円
（△717円）

商工費
39,457円

（＋1,149円）

総務費
33,567円

（＋860円）
公債費

32,488円
（△425円）

教育費
38,257円

（＋1,265円）

物件費
42,752円

（△717円）

物件費
42,752円

（△717円）

普通建設事業費
47,182円

（＋4,710円）

普通建設事業費
47,182円

（＋4,710円）

貸付金
39,106円

（＋1,095円）

普通会計合計
国民健康保険
介護保険 
後期高齢者医療 
生活排水処理事業（農業集落排水事業分） 
競輪 
駐車場
土地取得事業

特別会計（普通会計分除く）合計
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支

水道事業

下水道事業

中央卸売市場
事業

企業会計合計

控除額（繰入・繰出金の重複等）

差　引　額歳　　出歳　　入会　計　名

※資本的収支での不足額(△で表示)については、収益的収支での利益や積立金
　などで補いました。
※表示単位未満を四捨五入した関係で、合計額と合わない箇所があります。

一般会計 1,876億4,514万円
1億7,893万円
7億1,682万円

55億4,573万円
8億4,173万円
2億5,085万円

△37億6,351万円
1,914億1,569万円

509億9,141万円
256億4,740万円
44億7,724万円
8億9,336万円

130億6,778万円
1億5,142万円
6億8,709万円

959億1,570万円
108億6,635万円

9億4,409万円
118億8,786万円
59億　223万円

5億7,577万円
4,560万円

302億2,190万円

1,818億3,749万円
1億　137万円
7億1,682万円

54億1,241万円
8億4,173万円
2億5,052万円

△37億6,351万円
1,853億9,682万円

509億9,141万円
254億8,713万円
44億6,223万円
8億9,336万円

129億6,843万円
1億4,854万円
6億8,709万円

956億3,818万円
90億9,092万円
67億6,375万円

108億1,545万円
115億5,350万円

5億6,570万円
1億　 46万円

388億8,978万円

58億　765万円
7,756万円

0万円
1億3,332万円

0万円
33万円

60億1,887万円
0万円

1億6,027万円
1,501万円

0万円
9,935万円

288万円
0万円

2億7,752万円
17億7,543万円

△58億1,966万円
10億7,241万円

△56億5,127万円
1,007万円

△5,486万円
△86億6,788万円

母子寡婦福祉資金貸付事業
都市開発資金事業
土地区画整理事業
生活排水処理事業（農業集落排水事業分を除く）
育英事業

特
別
会
計

特
別
会
計

企
業
会
計

区　分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 平均伸び率

区　分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 平均伸び率

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

（億円）

　歳

入

　歳

出

市税
その他
合計

消費的経費
投資的経費
合計

目　標
（％）

収支試算表（一般会計）

財政指標の推移

907
986

1,893

1,689
204

1,893

経常収支比率
公債費負担比率

89.8
14.2

906
1,011
1,917

1,676
241

1,917

87.5
13.5

916
1,090
2,006

1,695
311

2,006

87.4
13.5

932
1,088
2,020

1,698
321

2,020

87.2
14.0

931
1,089
2,020

1,702
318

2,020

86.5
14.0

948
1,068
2,016

1,715
301

2,016

87.0
14.3

0.9％
1.6％
1.3％

0.3％
8.1％
1.3％

80％台
15％以内

23 25 26 27 28 29 30 31（年度）

（億円）

0

50

100

150

200

250

300
財政調整基金
減債基金
公共施設等整備基金

積立基金残高の推移

239 250 259
241

206 193 179 175
151

70
20

121

65
20

112

60
21

102

55
22

102

50

241
206 193 179 175

24

269

116

78

45

127

82

41

140

86

43

150

76

33

116

78

45

127

82

41

140

86

43

150

76

33

151

70
20

121

65
20

112

60
21

102

55
22

102

50
2323

23 25 26 27 28 29 30 31（年度）

（億円）

0

1300

1250

1200

市債残高の推移（普通会計）

1,236 1,235 1,234 1,233

1,274
1,256

1,237 1,2321,235

24

FAX

エコ


